
１　平成20年度下期意見具申（平成21年3月16日）（抜粋）

大阪府においては平成16 年度に府営住宅の建替えと活用用地の売却を一体的に行うＰＦＩ手法を導入し６団地において実施されているが、これまでのＰＦＩ手法による府営住宅の建替実績を踏まえ、事業効果や居住環境への影響などを検証し、本委員会へ報告されたい。

２　平成21年度下期意見具申（平成22年1月14日）（抜粋）

事業費の増減は、他事業者との協議や地価等の上昇などを要因とするものもあるが、事前の調査や積算が不十分であったため生じるケースもある。また、事業見通しの甘さから、事業費の増加や工期の延伸が生じ、更なるコスト増を招くことも考えられる。

昨年度も、事業費の大幅な変動とそれに伴う再評価の実施時期が論点になり、大阪府では、毎年度の事業費調査に加え、評価調書における事業費の内訳や変動要因の記載、事業費が大幅に増減する場合の再評価のルール化など一定の改善に取り組んでいる。

しかしながら、事業費に対しては、今後、より厳しい目を向けるべきである。事前の現地調査を十分行うなど、当初事業費の積算の精度を高めるべきであり、予算措置は必要となるが、こうした仕組みをつくることが可能かどうか、また、工期を延伸する場合にも、事業費が増減する場合と同様に再評価を行うかどうかなど対応策を検討し、本委員会に報告されたい。
ご参考








